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に対して、Ｙらは民法 900 条４号但書が憲法 14条１項に違反して無効であり、
Ｘらと同等の相続分が認められるべきであると主張した。第一審の東京家庭
裁判所の決定（平成 24 年３月 26 日、金判 1425 号 30 頁）は、最高裁の平成
７年決定（民集 49 巻７号 1789 頁）を引用し、民法 900 条４号但書は合理的
理由のない差別とはいえず、憲法 14 条１項に違反するとはいえないと判示し
たため、Ｙらは抗告した。原審の東京高裁の決定（平成 24 年６月 22 日、金

















































































的な判断を下した平成５年の東京高裁決定（判例時報 1465 号 55 頁）、さらに、
その後の平成７年の最高裁決定を概観した上で、この平成 25 年の最高裁決定
について検討を行いたい。

















































































































































最大判平成 27 年 12 月 16 日判例集未登載（平成 25 年（オ）第 1079 号）
【事実の概要】
　本件では、女性について６箇月の再婚禁止期間を定める民法 733 条１項の
規定が問題となった。上告人は、平成 20 年３月に前夫と離婚をし、同年 10
月に後夫と再婚をしたが、本件規定があるために同再婚は上告人の望んだ時
広島法学　39 巻４号（2016 年）－ 188
－ 29 －
期から遅れて成立したものであった。そこで、上告人は、民法 733 条１項が





























































よって」、民法 733 条１項「のうち 100 日の再婚禁止期間を設ける部分は、憲
法 14 条１項にも、憲法 24 条２項にも違反するものではない。」






























































時において、同規定のうち 100 日超過部分が憲法 14 条１項及び 24 条２項に
違反するものとなっていたことが、国会にとって明白であったということは






為は、国家賠償法 1条 1 項の適用上違法の評価を受けるものではないという
べきである。」
二　再婚禁止期間違憲判決における司法審査の方法について






















































































































































































































めぐる “事柄の変遷”［平成 25．9．4］」法学セミナー 60 巻 12 号（2015 年）44 － 46
頁を参照。多くの学者による民法 733 条に対する批判については、君塚正臣「再婚禁
止期間の合憲性--民法 733 条改正の憲法上の許容範囲に関する一考察－１－」民商法
雑誌 109 巻２号（1993 年）265 頁を参照。









202 － 3 頁、渡辺千原「法を支える事実：科学的根拠付けに向けての一考察　（大平祐
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